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第５章 債権と債務の相殺消去手続 

・意 義 

連結会社相互間の取引から生じる債権・債務等の残高は，連結上，内部取引から生じた残高で

あるため消去しなければならない。 

・具体的な消去項目の一覧表 

売上債権と仕入債務 
・

・

売 掛 金 と 買 掛 金 

受取手形と支払手形 

経 過 勘 定 項 目 
・

・

未収収益と未払費用 

前払費用と前受収益 

資 金 項 目 
・

・

貸 付 金 と 借 入 金 

投資有価証券と社債 

引当金の調整（貸倒引当金，等） 
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第１節 売掛金と買掛金の相殺消去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記合算Ｂ/Ｓに「売掛金と買掛金の連続消去仕訳」を加味して連結Ｂ/Ｓ（一部）を作成すると

次のようになる。 

 

 

 

 

 

商 品 の 授 受 商 品 の 販 売 商 品 の 授 受 

 
 

 
 

 

 

Ｐ社Ｂ/Ｓ  Ｓ社Ｂ/Ｓ 

…    買掛金Ｐ 外部       外部 売掛金○Ｓ   …  

   Ｓ社に対する売掛金＝ 同額 ＝Ｐ社に対する買掛金    

売掛金Ｐ   外部  買掛金○Ｓ 

  
外部 

    …  

…          

 

 

  合算Ｂ/Ｓ   

  売掛金○Ｓ 買掛金Ｐ   

    

 売掛金Ｐ 買掛金○Ｓ   

  …   

 

  …     

 

企 業 集 団

Ｐ社 Ｓ社外部 外部 

単 純 合 算

  

  

 

 
この場合の「売掛金と買掛金」の相殺消去の連結仕訳として 

 
 

 （借方） 買 掛 金 ×× （貸方） 売 掛 金 ××
   が必要となる。 

合算Ｂ/Ｓ    連結Ｂ/Ｓ 

売掛金○Ｓ   買掛金Ｐ    売掛金○Ｓ   買掛金Ｐ 

          

売掛金Ｐ   買掛金○Ｓ   売掛金Ｐ   買掛金○Ｓ 

   …   

 

    …  

…        …     

『売掛金』ＰのうちＳ社に
対する売掛金は内部取引に
より発生したものであるか
ら消去しなければならな
い。 

『買掛金』○ＳのうちＰ社に
対する買掛金は内部取引に
より発生したものであるか
ら消去しなければならな
い。 

Ｐ社のＳ社に対する『売掛

金』とＳ社のＰ社に対する

『買掛金』とが同額それぞ

れ減少する。 
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point up lesson 37 

 

次の資料より，①『売掛金』と『買掛金』の連結消去仕訳を示すとともに，②平成×１年度の連

結精算表を作成しなさい。 

〔資料〕平成×１年度の親会社（Ｐ社）と子会社（Ｓ社）の貸借対照表の一部 

  Ｐ社Ｂ/Ｓ   Ｓ社Ｂ/Ｓ   

 平成×２年３月31日 (単位：千円) 平成×２年３月31日 (単位：千円)  

 …  …    …  …    

 売掛金 6,900 買掛金 5,100  売掛金 4,600 買掛金 3,500  

 …  …    …  …    
 

なお，Ｐ社の売掛金のうちＳ社に対する売掛金残高は1,200千円であり，またＳ社の買掛

金のうちＰ社に対する買掛金残高は1,200千円である。 

 

 

・ 親会社の『売掛金』1,200千円は内部取引により発生したものであるから消去し

なければならない。 

・ 子会社の『買掛金』1,200千円は内部取引により発生したものであるから消去し

なければならない。 

 

〈解 答〉 

①『売掛金』と『買掛金』の連結消去仕訳 

    (単位：千円)

（借方）買 掛 金 1,200 （貸方）売 掛 金 1,200 

② 平成×１年度の連結精算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解 説） な  し。 

point up lesson 37 解答用紙はP. 229 

 連 結 精 算 表  

自平成×１年４月１日 至平成×２年３月31日    (単位：千円) 

個 別 財 務 諸 表 連 結   
勘定科目 

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計 仕 訳  

連  結 

財務諸表  

貸借対照表     

…      

売 掛 金 6,900  4,600 11,500 ( 1,200)  10,300   

…      

買 掛 金 ( 5,100) ( 3,500) ( 8,600) 1,200  ( 7,400)  

…      

   （注）貸方金額には，括弧を付けること。 
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第２節 手形取引の相殺消去 

・ 相殺消去の対象となる手形取引のケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）Ｐ社とＳ社とは親子関係にある会社であり，本設例がＰ社からＳ社への手形の譲渡であ

るが，反対の場合でも同様である。 
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   手形の振出  

ケース１：  Ｐ社  Ｓ社  
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ケース２：  Ｐ社  Ｓ社  

     

     

      
   手形の振出

外部 
同手形の裏書  
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 手形の振出  同手形の裏書  

ケース３： 外部 Ｐ社  Ｓ社  

     

       

      
 

 
    

      

    
企 業 集 団

 
同手形の裏書 

外部 
   手形の振出  

ケース４：  Ｐ社  Ｓ社 又は 

     

      銀行 

      同手形の割引  
    

      

    
企 業 集 団

 

同手形の裏書 

外部 
 手形の振出  同手形の裏書  

ケース５： 外部  Ｐ社  Ｓ社 又は 

     

      銀行 

      同手形の割引  
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・各ケースの連結消去仕訳の一覧表 
       

ケース１  (借方) 支払手形×× (貸方)受取手形××     
           

           

 (借方)支払手形 ×× (貸方)受取手形 ××     

ケース２ 

 

 Ｐ社『支払手形』のうちＳ社が

外部から裏書譲渡され，『受取手

形』として計上している額。 

    

  直 接 減 額 法  評 価 勘 定 法 対 照 勘 定 法  
           

 仕訳なし  (借方)裏書手形 ×× (貸方)受取手形 ×× (借方)
手形裏書 

義 務 
×× (貸方) 

手形裏書 

義務見返 
××  

ケース３ 

 

 但し，「受取手形裏書譲渡

高」の注記額をＰ社のＳ社に対

する「受取手形裏書譲渡高」だ

け減額しなければならない。

 

 Ｐ社『裏書手形』のうちＳ社

が受取り，『受取手形』として

計上している額。 

 Ｐ社『手形裏書義務見返』，

『手形裏書義務』のうちＳ社へ

裏書した額。  

 ・手持分  ・手持分 ・手持分  

 (借方)支払手形 ×× (貸方)受取手形 ××  (借方)支払手形 ×× (貸方)受取手形 ×× (借方)支払手形 ×× (貸方) 受取手形 ××  

 

Ｐ社『支払手形』のうちＳ社

が受取り『受取手形』に計上し

ている手持額。 

 

金額は同左 金額は同左 

 

 ・裏書分  ・裏書分 ・裏書分  

  (借方)支払手形 ×× (貸方)受取手形 ××  

 
仕訳なし 

 (借方)裏書手形 ×× (貸方)支払手形 ××
(借方)

手形裏書 

義 務 
×× (貸方) 

手形裏書 

義務見返 
×× 

 

 

 但し，「受取手形裏書譲渡

高」の注記額をＰ社がＳ社に振

り出した手形のうちＳ社が裏

書した金額だけ減額しなけれ

ばならない。 

 

Ｐ社『支払手形』のうちＳ社

が受取り『受取手形』に計上し

ている額でＳ社が裏書した額。

 Ｓ社『手形裏書義務』『手形

裏書義務見返』のうちＰ社から

受取った手形金額。  

 ・割引分  ・割引分 ・割引分  

        (借方)支払手形 ×× (貸方)受取手形 ××  

 (借方)支払手形 ×× (貸方)短期借入金 ××  (借方)割引手形 ×× (貸方)短期借入金 ××
(借方)

手形割引 

義 務 
×× (貸方) 

手形割引 

義務見返 
×× 

 

            (借方)支払手形 ×× (貸方) 短期借入金 ××  

ケース４ 

 

かつ 

「受取手形割引高」の注記額を

Ｐ社がＳ社に振り出した手形

のうちＳ社が割引いた金額だ

け減額しなければならない。

 

Ｐ社『支払手形』のうちＳ社

が受取り『受取手形』に計上し

ている額でＳ社が割引いた額。

 Ｓ社『手形割引義務』『手形

割引義務見返』のうちＰ社から

受取った手形金額。  

                   

   

 
仕訳なし 

 
(借方)裏書手形 ×× (貸方)受取手形 ×× (借方)

手形裏書 

義 務 
×× (貸方) 

手形裏書 

義務見返 
×× 

 

ケース５ 

 

但し，「受取手形譲渡高」の

注記額をＰ社のＳ社に対する

「受取手形裏書譲渡高」だけ減

額しなければならない。 

 

 Ｐ社『裏書手形』のうちＳ社

が受取り，『受取手形』として

計上している額。 

Ｐ社『手形裏書義務見返』，

『手形裏書義務』のうちＳ社へ

裏書した額。  
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① ある連結会社（Ｐ社）が他の連結会社（Ｓ社）に対し支払又は決済のために振出した手形を

他の連結会社が保有している場合（ケース１） 

〈理解図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 上記合算Ｂ/Ｓと「支払手形と受取手形の連結消去仕訳」を加味して連結Ｂ/Ｓ（一部）を作成

すると次のようになる。 

 

 

Ｐ 社  Ｓ 社 

 ・手形振出時の仕訳  ・手形受取時の仕訳 

 (借方) ○ ○ ○ ○ ×× (貸方) 支払手形 ×× (借方) 受 取 手 形 ×× (貸方) ○ ○ ○ ○ ××  内部取引 

 

 Ｐ社Ｂ/Ｓ   Ｓ社Ｂ/Ｓ  

 …  支払手形Ｐ    受取手形○Ｓ …   

  …     …    

      
（注） ：内部取引により生じた手形である。  

 

       

   合算Ｂ/Ｓ     

   受取手形○Ｓ  支払手形Ｐ   

   …   …    

        

 

『受取手形』○ＳのうちＰ

社に対する受取手形は

内部取引により発生し

たものであるから消去

しなければならない。
      

『支払手形』ＰのうちＳ

社に対する支払手形は

内部取引により発生し

たものであるから消去

しなければならない。 
 

 

 
この場合の「手形取引に基づいて発生した支払手形と受取手形」の相殺消去の 

 

  

 
連結仕訳として 

 
 

 （借方） 支 払 手 形 ×× （貸方） 受 取 手 形 ××

 が必要となる。 
 

単 純 合 算

企 業 集 団

 合算Ｂ/Ｓ      連結Ｂ/Ｓ  

  受取手形○Ｓ  支払手形          

 …  …      …    …   

     

Ｐ社のＳ社に対する『支

払手形』とＳ社のＰ社に

対する『受取手形』とが

同額それぞれ減少する。       

 

            

     
企 業 集 団

手形の振出      

           
Ｐ社 Ｓ社 
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point up lesson 38 

 

次の資料より，①手形取引の連結消去仕訳を示すとともに，②平成×１年度の連結精算表を作成

しなさい。 

〔資料Ⅰ〕平成×１年度の親会社（Ｐ社）と子会社（Ｓ社）の貸借対照表の一部 

  Ｐ社Ｂ/Ｓ    Ｓ社Ｂ/Ｓ   

 平成×２年３月31日 (単位：千円) 平成×２年３月31日 (単位：千円) 

 …   …    …   …    

 受取手形 9,500 支払手形 4,000  受取手形 6,500 支払手形 3,000  

 …   …      …     

なお，Ｐ社の受取手形のうちＳ社からの受取手形残高は2,000千円であり，また，Ｓ社の

支払手形のうちＰ社への支払手形残高は2,000千円である。 

 

・ 親会社の『受取手形』2,000千円は内部取引により発生したものであるから消

去しなければならない。 

・ 子会社の『支払手形』2,000千円は内部取引により発生したものであるから消

去しなければならない。 

〈解 答〉 

① 手形取引の連結消去仕訳 

    (単位：千円)

（借方）支 払 手 形 2,000 （貸方）受 取 手 形 2,000 

② 平成×１年度の連結精算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解 説） な  し。 

point up lesson 38 解答用紙はP.230 

 連 結 精 算 表  

自平成×１年４月１日 至平成×２年３月31日    (単位：千円)

個 別 財 務 諸 表 連 結   
勘定科目 

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計 仕 訳  

連  結 

財務諸表  

貸借対照表     

…      

受取手形 9,500  6,500 16,000 ( 2,000)  14,000   

…      

支払手形 ( 4,000) ( 3,000) ( 7,000) 2,000  ( 5,000)  

…      

   （注）貸方金額には，括弧を付けること。 
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 Ｐ 社  Ｓ 社  

 ・手形振出時の仕訳        
        
 (借方) ○○○○ ×× (貸方) 支払手形 ×× 仕 訳 な し  

内部取引 

で な い 
 

 Ｐ社Ｂ/Ｓ     

 …  支払手形Ｐ       

  …     ・手形受取時の仕訳 

      (借方) 受取手形 ×× (貸方) ○○○○ ××  

 

    Ｓ社Ｂ/Ｓ  

      受取手形○Ｓ …   

      …    

 

   合算Ｂ/Ｓ    

  受取手形○Ｓ 支払手形Ｐ   

  …  …    

      

 

『受取手形』○ＳのうちＰ社振

出分については，内部取引に

より発生したものではない

が，勘定上Ｐ社の『支払手形』

ＰのうちＳ社受取分と対応

しているため消去しなけれ

ばならない。 

    

『支払手形』ＰのうちＳ社

受取分については，内部取

引により発生したもので

はないが，勘定上Ｓ社の

『受取手形』○ＳのうちＰ社

振出分と対応しているた

め消去しなければならな

い。 

 

 

② ある連結会社（Ｐ社）が外部者に支払い又は決済の為に振出した手形を，外部者からの裏書

譲渡により他の連結会社（Ｓ社）が保有している場合（ケース２） 

〈理解図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

     
企 業 集 団

      

           
Ｐ社 Ｓ社

          

     
手形の振出

外部
同手形の裏書

     

企 業 集 団

 この場合の「手形取引に基づいて発生した支払手形と受取手形」の相殺消去の  

  
 

連結仕訳として 
 

 

 （借方） 支 払 手 形 ×× （貸方） 受 取 手 形 ××
が必要となる。 

・ 上記合算Ｂ/Ｓと「支払手形と受取手形の連結消去仕訳」を加味して連結Ｂ/Ｓ（一部）を作

成すると次のようになる。 
 

 合算Ｂ/Ｓ      連結Ｂ/Ｓ  

  受取手形○Ｓ   支払手形Ｐ           

 …   …      …    …   

      

Ｐ社のＳ社受取の『支払

手形』とＳ社のＰ社振出

の『受取手形』とが同額

それぞれ減少する。 
       

 

単 純 合 算
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point up lesson 39 

 

次の資料より，①手形取引の連結消去仕訳を示すとともに，②平成×１年度の連結精算表を作成

しなさい。 

〔資料〕平成×１年度の親会社（Ｐ社）と子会社（Ｓ社）の貸借対照表の一部 

  Ｐ社Ｂ/Ｓ    Ｓ社Ｂ/Ｓ   

 平成×２年３月31日 (単位：千円) 平成×２年３月31日 (単位：千円) 

 …   …    …   …    

 受取手形 8,300 支払手形 6,700  受取手形 4,900 支払手形 2,200  

 …   …    …   …     

なお，Ｐ社の支払手形のうち5,000千円は仕入先（Ｆ社）に対して振出されたものであり，

Ｆ社は，このうち3,000千円を，買掛金決済のためＳ社に裏書譲渡し，Ｓ社は当該手形を期

末現在手許保有している。 

 

・ 親会社の『支払手形』3,000千円と子会社の『受取手形』3,000千円とは内部取

引により発生したものではないが，勘定上，両者は対応しているため共に消去し

なければならない。 

 

〈解 答〉 

① 手形取引の連結消去仕訳 

    (単位：千円)

（借方）支 払 手 形 3,000 （貸方）受 取 手 形 3,000 

② 平成×１年度の連結精算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解 説） な  し。 

point up lesson 39 解答用紙はP. 231 

 連 結 精 算 表  

自平成×１年４月１日  至平成×２年３月31日    (単位：千円)

個 別 財 務 諸 表 連 結   
勘定科目 

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計 仕 訳  

連  結 

財務諸表  

貸借対照表    

…     

受取手形 8,300  4,900 13,200 ( 3,000) 10,200  

…     

支払手形 ( 6,700) ( 2,200) ( 8,900) 3,000 ( 5,900)  

…     

   （注）貸方金額には，括弧を付けること。 
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③ 外部者がある連結会社（Ｐ社）に手形を振り出し，それをある連結会社が他の連結会社（Ｓ

社）に裏書譲渡した場合（ケース３） 

〈理解図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 手形の振出  
企 業 集 団

同手形の裏書      

 
外部 

         
Ｐ社 Ｓ社

      

 Ｐ 社  Ｓ 社  

 ・手形受取時の仕訳        

 (借方) 受 取 手 形 ×× (貸方) ○ ○ ○ ○ ××    

 
・外部者から受取った手形をＳ社に裏書し

た時の仕訳 
 

・手形を裏書によってＰ社から受取った時

の仕訳 
 

・直接減額法  
内部取引 

(借方) ○ ○ ○ ○ ×× (貸方) 受 取 手 形 ×× 
(借方) 受 取 手 形 ×× (貸方) ○ ○ ○ ○ ×× 

 

・評価勘定法        

(借方) ○ ○ ○ ○ ×× (貸方) 裏 書 手 形 ××        

・対照勘定法        

(借方) ○ ○ ○ ○ ×× (貸方) 受 取 手 形 ××        

       
(借方) 

手 形 裏 書

義 務 見 返
×× (貸方) 

手 形 裏 書 

義 務 
×× 

       

 

           

 Ｐ社Ｂ/Ｓ   Ｓ社Ｂ/Ｓ  

  受取手形Ｐ        

  （注）     

…  
   

  …      受取手形○Ｓ    

       …     

           

（注）このほかに受取手形裏書譲渡高××がある。  （注）  ：内部取引により生じた 

 

（すべてＳ社に対するものであるとする。）   手形である。 
 

   
   

   合算Ｂ/Ｓ    

   
受取手形Ｐ

（注）     

        

   受取手形○Ｓ     

   …      

 （注）このほかに受取手形裏書譲渡高××がある。  

 （すべてＳ社に対するものであるとする。）  
Ｐ社Ｂ/Ｓ注記のＳ社に対す

る「受取手形裏書譲渡高」

は内部取引により発生し

たものであるから消去し

なければならない。 

   

（コメント）  

・ Ｓ社Ｂ/Ｓ計上の『受取手形』○ＳはＰ社より裏書によって受取ったものであるが，企業

集団からみれば，外部者との取引により生じた受取手形であるため消去の対象とはな

らない。 

 

企 業 集 団

単 純 合 算

ど
の
処
理
方
法
に
よ
ろ
う
と
表
示
は
同
じ
で
あ
る
。
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 この場合の手形取引に関する連結手続として  

   

   

  

 

 

Ｓ社に対する「受取手形裏書譲渡高」を合算Ｂ/Ｓ注記

の「受取手形裏書譲渡高」から控除すること。 
が必要となる。 

・ 前頁合算Ｂ/Ｓと「手形取引に関する連結手続」を加味して連結Ｂ/Ｓ（一部）を作成すると次

のようになる。 

 

 

 

 

 

 

（注）このほかに受取手形裏書

譲渡高××がある。（すべ

てＳ社に対するものである

とする。） 

 

―参 考― 

・ 裏書手形を評価勘定で連結財務諸表の「負債」の部に計上している場合の連結消去仕訳は

次のようになる。 

（借方）裏 書 手 形×× （貸方）受 取 手 形××  Ｐ社のＳ社に対する「受取 

     
手形裏書譲渡高」の金額。 

・ 裏書手形を対照勘定で連結財務諸表の「資産」の部と「負債」の部に計上している場合の

連結消去仕訳は次のようになる。 

手 形 裏 書 裏 書 手 形  
（借方）

義   務
×× （貸方）

義 務 見 返
××

 
同上 

     
 

 合算Ｂ/Ｓ  連結Ｂ/Ｓ  

 受取手形Ｐ       受取手形Ｐ      

 （注）      （注）      

 受取手形○Ｓ     

＜増減なし＞

 受取手形○Ｓ      

 …        …       

（注） 

  

  

Ｐ社のＳ社に対する「受取手

形裏書譲渡高」が減少する。
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point up lesson 40 

 

次の資料より，①手形取引の連結消去仕訳をⅰ）直接減額法，ⅱ）評価勘定法，ⅲ）対照勘定法

のそれぞれについて示すとともに，②平成×１年度の連結精算表を直接減額法に基づいて作成しな

さい。 

〔資料〕平成×１年度の親会社（Ｐ社）と子会社（Ｓ社）の貸借対照表の一部 

 Ｐ社Ｂ/Ｓ    Ｓ社Ｂ/Ｓ  

平成×２年３月31日 (単位：千円) 平成×２年３月31日 (単位：千円)

…   …   …   …   

受取手形 4,100 支払手形 3,400  受取手形 1,900 支払手形 500 

…  (注) …    …  …   

（注）この他に，受取手形裏書譲渡高2,200千円がある。 

なお，Ｐ社の受取手形裏書譲渡高のうち900千円はＳ社に対するものである。 

 

 

 

・ 親会社の「手形に関する偶発債務の会計表示方法」によって連結精算表上の連結

消去仕訳が異ってくる点に注意する。 

・ まず，直接減額法を採用している場合には，Ｐ社のＳ社に対する「受取手形裏書

譲渡高」が，勘定上，控除されているため連結精算表上での仕訳はないが，その金額だけ注

記額を減額しなければならない。したがって，この場合は連結Ｂ/Ｓの「注記」が次のように

変化する。 

（注）この他に，受取手形裏書譲

渡高2,200千円がある。 

 

（注）この他に，受取手形裏書譲

渡高1,300千円がある。 

・ 次に評価勘定法を採用している場合には，Ｐ社のＳ社に対する「受取手形裏書譲渡高」が，

勘定上，『受取手形』と『裏書手形』で認識されているため連結精算表上の連結消去仕訳と

して（借方）裏書手形900（貸方）受取手形900をしなければならない。 

・ 最後に，対照勘定法を採用している場合には，Ｐ社のＳ社に対する「受取手形裏書譲渡高」

が，勘定上，『手形裏書義務見返』と『手形裏書義務』で認識されているため連結精算表上

の連結消去仕訳として（借方）手形裏書義務900（借方）手形裏書義務見返900をしなければ

ならない。 

point up lesson 40 解答用紙はP. 232 
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〈解 答〉 

① 手形取引の連結消去仕訳 

ⅰ）直接減額法 (単位：千円)

 （借方） （貸方） 

 仕  訳  な  し 

ⅱ）評価勘定法 (単位：千円)

 （借方） 裏 書 手 形 900 （貸方） 受 取 手 形 900 

ⅲ）対照勘定法 (単位：千円)

 （借方） 手形裏書義務 900 （貸方） 手形裏書義務見返 900 

② 平成×１年度の連結精算表 

  連 結 精 算 表       

 自平成×１年４月１日 至平成×２年３月31日 (単位：千円) 

個 別 財 務 諸 表    
勘 定 科 目 

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計 

連 結 

仕 訳   

連  結 

財務諸表  

貸 借 対 照 表         

…          

受 取 手 形 4,100 1,900 6,000  －   6,000  

…        

支 払 手 形 ( 3,400) (   500) ( 3,900)  －   ( 3,900)  

…          

注記：この他に受取手形裏書譲渡高  1,300  千円がある。 

（注）貸方金額には，括弧を付けること。 

（解 説）平成×１年度の連結精算表を評価勘定法及び対照勘定法に基づいて作成すると次の通り

となる。 

・評価勘定法  連 結 精 算 表       

  自平成×１年４月１日 至平成×２年３月31日 (単位：千円)

個 別 財 務 諸 表    
 勘 定 科 目 

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計 

連 結 

仕 訳   

連   結 

財 務 諸 表  

 貸 借 対 照 表         

 …  ※        

 受 取 手 形 6,300 1,900 8,200 (   900)   7,300  

 …       

 支 払 手 形 ( 3,400) (   500) ( 3,900)    ( 3,900)  

          

 裏 書 手 形 ( 2,200)  － ( 2,200) 900   ( 1,300)  

 …          

（注）貸方金額には，括弧を付けること。 

※ 4,100＋2,200＝6,300 
・対照勘定法  連 結 精 算 表       

  自平成×１年４月１日 至平成×２年３月31日 (単位：千円)

個 別 財 務 諸 表    
 勘 定 科 目 

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計 

連 結 

仕 訳   

連   結 

財 務 諸 表  

 貸 借 対 照 表         

 …          

 受 取 手 形 4,100 1,900 6,000    6,000  

       

 手 形 裏 書 2,200 － 2,200 (   900)   1,300   

 義 務 見 返      

 …       

 支 払 手 形 ( 3,400) (   500) ( 3,900)    ( 3,900)  

          

 手 形 裏 書 義 務 ( 2,200) － ( 2,200) 900   ( 1,300)  

 …          

（注）貸方金額には，括弧を付けること。 
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④ ある連結会社（Ｐ社）が他の連結会社（Ｓ社）に対し支払又は決済のために振り出した手形

を他の連結会社が外部者に裏書譲渡した場合，または銀行で割引いた場合（ケース４） 

〈理解図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
  

企 業 集 団
 

同手形の裏書
外部 

 手 形 の 振 出  
 

Ｐ社 
 

Ｓ社 または 
 

    銀行 
    

同手形の割引
 

 Ｐ 社  Ｓ 社  

 ・手形振出時の仕訳  ・手形受取時の仕訳  

 内部  

 
(借方)○ ○ ○ ○××(貸方)支 払 手 形××

取引
(借方)受 取 手 形××(貸方)○ ○ ○ ○×× 

 

               

       
 ・手形を外部者に裏書または銀行で割引

いた場合 

        ・直接減額法 

        (借方)○ ○ ○ ○××(貸方)受 取 手 形×× 

        ・評価勘定法 

       
 

(借方)○ ○ ○ ○××(貸方)
裏書（又は

割引）手形
×× 

        ・対照勘定法 

        (借方)○ ○ ○ ○××(貸方)受 取 手 形×× 

       

 

(借方)

手 形 裏 書

(又は割引)

義 務 見 返

××(貸方)

手 形 裏 書

（ 又 は 割

引 ） 義 務

×× 

 

 
      

Ｐ社Ｂ/Ｓ  Ｓ社Ｂ/Ｓ  
      

  受取手形○Ｓ(注)   

  …    

     

 

支 払 手 形 Ｐ 

 

 …   

   

 

（注）このほかに受取手形裏書譲渡高××（また

は受取手形割引高××）がある。 

（すべてＰ社振出しの手形であるものとする。） 
（注）   ：内部取引により生じた手

形である。     

 

   合算Ｂ/Ｓ    
         

 ⅰ）  受取手形○Ｓ (注)   ⅰ）  

   …      

     

支払手形 Ｐ 

   

     …     

  ⅱ）  

 ⅲ）   

  

 （注）このほかに，受取手形裏書譲渡高××（または 

受取手形割引高××）がある。 

（すべてＰ社振出しの手形であるものとする。）   

単 純 合 算

同
じ
で
あ
る
。 

ど
の
処
理
方
法
に
よ
ろ
う
と
表
示
は 

企 業 集 団
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 ⅰ） Ｓ社Ｂ/Ｓ計上の『受取手形』○Ｓとそれに見合うＰ社Ｂ/Ｓ計上の『支払手形』Ｐとは，  

 
企業集団からみると，内部取引により生じた受取手形と支払手形であるため相殺消去し

なければならない。 

 ⅱ） Ｓ社Ｂ/Ｓ注記の「受取手形裏書譲渡高」のうちＰ社振り出し分は，企業集団からみる 

 と，内部取引により生じた受取手形を裏書譲渡したものであるため消去しなければなら 

 

ない。 

また，それに見合うＰ社Ｂ/Ｓ計上の『支払手形』Ｐは，企業集団からみると，内部取引

により生じた支払手形であるため消去しなければならないが，他方で，その手形を受取

ったＳ社が外部者に裏書譲渡することは，企業集団からみれば，外部者に手形を振り出

したことになるため『支払手形』を計上しなければならない。その結果，「受取手形裏

書譲渡高」に相当する支払手形は消去しないで済むことになる。 

 ⅲ） Ｓ社Ｂ/Ｓ注記の「受取手形割引高」のうちＰ社振り出し分は，企業集団からみると， 

  

内部取引により生じた受取手形を割引いたものであるため消去しなければならない。 

また，それに見合うＰ社Ｂ/Ｓ計上の『支払手形』Ｐは，企業集団からみると，内部取引

により生じた支払手形であるため消去しなければならないが，他方でその手形を受取っ

たＳ社が銀行で割引くことは，企業集団からみれば，銀行に手形を振り出した借入を行

ったことになるため『短期借入金』を計上しなければならない。 

この場合の手形割引に関する連結手続として 

 
 

・Ｓ社の「受取手形裏書譲渡高」のうちＰ社振り出し分を合算Ｂ/Ｓ注記の「受取手

形裏書譲渡高」から控除すること。 

または， 

・Ｓ社の「受取手形割引高」のうちＰ社振り出し分を合算Ｂ/Ｓ注記の「受取手形割

引高」から控除すること。 

・手 持 分  (借方) 支 払 手 形 ×× (貸方) 受 取 手 形 ×× 

・裏 書 分  仕訳なし 

・割 引 分  (借方) 支 払 手 形 ×× (貸方) 短期借入金 ××  

が必要となる。 

・ 前頁合算Ｂ/Ｓと「手形取引に関する連結手続」を加味して連結Ｂ/Ｓ（一部）を作成すると次

のようになる。 

            

合算Ｂ/Ｓ    連結Ｂ/Ｓ  
            
受取手形○Ｓ(注)     ・手持分：

Ｐ社のＳ社に対する『支

払手形』とＳ社のＰ社に

対する『受取手形』とが

同額それぞれ減少する。       
            

…    支払手形Ｐ  ・裏書分： 変 化 な し  …    支払手形Ｐ  
             
     ・割引分：     短期借入金  

   …        …   

      

Ｐ社のＳ社に対する『支

払手形』のうち割引分に

ついては『短期借入金』

に振替える。 
      

             
(注) このほかに受取手形裏書譲渡高

××（または受取手形割引高×

×）がある。（すべてＰ社振出し

の手形であるものとする。） 

 Ｓ社の「受取手形裏書譲渡高」

のうちＰ社振出し分が減少また

はＳ社の「受取手形割引高」の

うちＰ社振出し分が減少する。

 (注)  
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―参 考― 

・ 裏書手形及び割引手形を評価勘定で連結財務諸表の「負債」の部に計上している場合の連

結消去・振替仕訳は次のようになる。 

Ｐ社Ｂ/Ｓ  Ｓ社Ｂ/Ｓ   
        
      

      

      

  …    
  

ⅰ）相殺消去 
  

   ⅱ） 支払手形に振替 
   

裏書手形○Ｓ
  

      

  

支払手形Ｐ

 

受取手形○Ｓ

割引手形○Ｓ ⅲ） 短期借入金に振替 

  …   …  …    
        

 

       

ⅰ） (借方) 支 払 手 形 ×× (貸方) 受 取 手 形 ×× 

ⅱ） (借方) 裏 書 手 形 ×× (貸方) 支 払 手 形 ×× 

ⅲ） (借方) 割 引 手 形 ×× (貸方) 短 期 借 入 金 ×× 

       

・ 裏書手形及び割引手形を対照勘定で連結財務諸表の「資産」の部と「負債」の部に計上し

ている場合の連結消去・振替仕訳は次のようになる。 

 Ｐ社Ｂ/Ｓ  Ｓ社Ｂ/Ｓ   

        
      

  ⅰ）相殺消去    

  

手持分 

 

受取手形○Ｓ

…    
        
   

  
裏書分 

 
裏書見返○Ｓ 裏書義務○Ｓ ⅱ） 相殺消去 

        
短期借入金に振替 ⅳ） 割引分  割引見返○Ｓ 割引義務○Ｓ ⅲ） 相殺消去 

   …   …  …    

    支払手形     

 

       

ⅰ） (借方) 支 払 手 形 ×× (貸方) 受 取 手 形 ×× 

ⅱ） (借方) 手 形 裏 書 義 務 ×× (貸方) 手形裏書義務見返 ×× 

ⅲ） (借方) 手 形 割 引 義 務 ×× (貸方) 手形割引義務見返 ×× 

ⅳ） (借方) 支 払 手 形 ×× (貸方) 短 期 借 入 金 ×× 
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ＭＥＭＯ 
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point up lesson 41 

 

次の資料より，①手形取引の連結消去仕訳をⅰ）直接減額法，ⅱ）評価勘定法，ⅲ）対照勘定法

のそれぞれについて示すとともに，②平成×１年度の連結精算表を直接減額法に基づいて作成しな

さい。 

〔資料〕平成×１年度の親会社（Ｐ社）と子会社（Ｓ社）の貸借対照表の一部 

   Ｐ社Ｂ/Ｓ      Ｓ社Ｂ/Ｓ    

 平成×２年３月31日(単位：千円)  平成×２年３月31日(単位：千円) 

 …  …   …  …    

 受取手形 5,500 支払手形 2,600  受取手形 1,300 支払手形 700  

 …  …   …  (注) …    

    

     

（注）この他に，受取手形裏書譲渡高1,800千円，

受取手形割引高1,100千円がある。 

なお，Ｓ社の受取手形のうち500千円，受取手形裏書譲渡高のうち800千円，受取手形割引

高のうち700千円はＰ社振り出しの手形である。 

 

・ 子会社の「手形に関する偶発債務の会計表示方法」によって連結精算表上の連結消

去仕訳が異ってくる点に注意する。 

・ まず，直接減額法を採用している場合の連結手続は次のとおりである。 

 

手  持  分  裏  書  分 割  引  分 

Ｐ社の『支払手形』を500千円だ

け減額。 

Ｓ社の『受取手形』を500千円だ

け減額。 

 Ｓ社の「受取手形裏書譲渡高」

1,800千円のうちＰ社振り出し

分800千円は勘定上控除されて

いるため連結精算表上での仕訳

はないが，その金額だけ注記額

を減額しなければならない。 

Ｐ社の『支払手形』2,600千円の

うちＳ社が割引いた分700千円

を『支払手形』から『短期借入

金』へ振替える。また，その金

額だけ注記額を減額しなければ

ならない。 

・ 次に，評価勘定法を採用している場合の連結手続は次のとおりである。 

総     額  裏  書  分 割  引  分 

Ｐ社の『支払手形』を2,000千円

(500＋800＋700＝2,000)だけ減

額。 

Ｓ社の『受取手形』を2,000千円

(500＋800＋700＝2,000)だけ減

額。 

 Ｓ社の『裏書手形』1,800千円の

うちＰ社振り出し分800千円だ

け『裏書手形』から『支払手形』

へ振替える。 

Ｓ社の『割引手形』1,100千円の

うちＰ社振り出し分700千円だ

け『割引手形』から『短期借入

金』へ振替える。 

・ 最後に，対照勘定法を採用している場合の連結手続は次のとおりである。 

手  持  分  裏  書  分 割  引  分 

Ｐ社の『支払手形』を500千円だ

け減額。 

Ｓ社の『受取手形』を500千円だ

け減額。 

 Ｓ社の『手形裏書義務見返』，

『手形裏書義務』1,800千円のう

ちＰ社振り出し分800千円だけ

減額。 

Ｓ社の『手形割引義務見返』，

『手形割引義務』1,100千円のう

ちＰ社振り出し分700千円だけ

減額し，さらに，その金額だけ

『支払手形』から『短期借入金』

へ振替える。 

point up lesson 41 解答用紙はP. 233 
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〈解 答〉 

① 手形取引の連結消去仕訳 

ⅰ）直接減額法                  ⅱ）評価勘定法 

    (単位：千円)      (単位：千円) 

手持分： (借方) 支 払 手 形 500 (貸方)受 取 手 形 500 総 額： (借方) 支 払 手 形 2,000 (貸方) 受 取 手 形 2,000 

裏書分： (借方)   (貸方)  裏書分： (借方) 裏 書 手 形 800 (貸方) 支 払 手 形 800 

仕  訳  な  し       

割引分： (借方) 支 払 手 形 700 (貸方)短期借入金 700 割引分： (借方) 割 引 手 形 700 (貸方) 短期借入金 700 
       
             

② 平成×１年度の連結精算表         ⅲ）対照勘定法 

 連 結 精 算 表       (単位：千円) 

自平成×１年４月１日 至平成×２年３月31日(単位：千円)       

個別財務諸表  連 結 連 結 手持分： (借方) 支 払 手 形 500 (貸方) 受 取 手 形 500 
勘定科目 

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計  仕 訳 財 務 諸 表 裏書分： (借方) 手形裏書義務 800 (貸方) 手形裏書義務見返 800 

貸借対照表      割引分： (借方) 手形割引義務 700 (貸方) 手形割引義務見返 700 

…         支 払 手 形 700  短 期 借 入 金 700 

受取手形 5,500 1,300 6,800   (  500)  6,300        

…             

支払手形 ( 2,600) (  700) ( 3,300)  1,200   ( 2,100)        

            

短期借入金 ( － ) ( － ) ( － )  (  700)  (  700)        

…                
                              
               

注記：この他に，受取手形裏書譲渡高  1,000   

千円，受取手形割引高  400  千円がある。

       

（注）貸方金額には，括弧を付けること。        

（解 説）平成×１年度の連結精算表を評価勘定法及び対照勘定法に基づいて作成すると次の通り

となる。 

・評価勘定法 ・対照勘定法 
 連 結 精 算 表   連 結 精 算 表  

自平成×１年４月１日 至平成×２年３月31日(単位：千円) 自平成×１年４月１日 至平成×２年３月31日(単位：千円) 

個別財務諸表  連 結 連 結 個別財務諸表  連 結   連 結 
勘定科目 

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計  仕 訳 財 務 諸 表
勘定科目

Ｐ 社 Ｓ 社 合 計  仕 訳   財務諸表 

貸借対照表      貸借対照表        

…       …         

受取手形 5,500 4,200 9,700   ( 2,000)  7,700 受取手形 5,500 1,300 6,800   (   500)    6,300   

…               

支払手形 ( 2,600) (  700) ( 3,300)  1,200   ( 2,100) 手形裏書義務見返 － 1,800 1,800   (   800)   1,000   

             

裏書手形 ( － ) ( 1,800) ( 1,800)  800   ( 1,000) 手形割引義務見返 － 1,100 1,100   (   700)   400   

        …         

割引手形 ( － ) ( 1,100) ( 1,100)  700    (  400) 支払手形 ( 2,600) (   700) ( 3,300)  1,200    ( 2,100)  

               

短期借入金 ( － ) ( － ) ( － )  (  700)   (  700) 手形裏書義務 ( － ) ( 1,800) ( 1,800)  800    ( 1,000)  

…                 
            
        手形割引義務 ( － ) ( 1,100) ( 1,100)  700    (   400)  

（注）貸方金額には，括弧を付けること。         

        短期借入金 ( － ) ( － ) ( － )  (   700)   (   700)  
               

          …                        

        （注）貸方金額には，括弧を付けること。 
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⑤ 外部者がある連結会社（Ｐ社）に手形を振出し，それをある連結会社が他の連結会社（Ｓ社）

に裏書譲渡し，さらに裏書を受けた他の連結会社が外部者に裏書譲渡した場合，または銀行で

割引いた場合（ケース５） 

〈理解図〉 

 

 

 

 

 

 

    
   

企 業 集 団  同手形の裏書 
外部 

手形の振出 同手形の裏書 または  
外部 

 
Ｐ社 

 
Ｓ社 

同手形の割引  
     銀行 
 

 
 

  
  企 業 集 団  
 Ｐ 社 Ｓ 社  

 ・手形受取時の仕訳  ・外部から受け取った手形はないものとする。  

 
(借方)受 取 手 形×× (貸方)○ ○ ○ ○××  仕 訳 な し 

 

 ・外部者から受取った手形をＳ社に裏書した時の仕訳 ・手形を裏書によってＰ社から受取った時の仕訳  

 ・直接減額法  

 
(借方)受 取 手 形×× (貸方) ○ ○ ○ ○×× 

 

 
(借方)○ ○ ○ ○×× (貸方) 受 取 手 形×× 

  

 ・評価勘定法   

 

内
部
取
引

  

 
(借方)○ ○ ○ ○×× (貸方) 裏 書 手 形×× 

   

 ・対照勘定法    

    
(借方)○ ○ ○ ○×× (貸方) 受 取 手 形×× 

   

(借方)
手 形 裏 書

義 務 見 返
×× (貸方) 

手 形 裏 書

義 務
×× 

   

 ・手形を外部者に裏書または銀行で割引いた場合  

  ・直接減額法  

   

  
(借方)○ ○ ○ ○×× (貸方) 受 取 手 形×× 

 

  ・評価勘定法  

仕 訳 な し   

  
(借方)○ ○ ○ ○×× (貸方) 

裏 書 ( 又 は

割 引 ) 手 形
×× 

 

  ・対照勘定法  

   

  
(借方)○ ○ ○ ○×× (貸方) 受 取 手 形×× 

 

   

  
(借方)

手 形 裏 書 ( 又 は

割 引 ) 義 務 見 返
×× (貸方) 

手 形 裏 書 ( 又 は

割 引 ) 義 務
×× 

 

 

    

  Ｐ社Ｂ/Ｓ   Ｓ社Ｂ/Ｓ   

          

  受 取 手 形 Ｐ 

（注）

…   受 取 手 形 ○Ｓ

（注）

…    

  …     …     

  （注）このほかに受取手形裏書譲渡高××があ

る。 

（すべてＳ社に対するものであるとする。）

   

     

（注）このほかに受取手形裏書譲渡高×

×（または受取手形割引高××）が

ある。 

（すべてＰ社が裏書した手形である

ものとする。） 
  

ど
の
処
理
方
法
に
よ
ろ
う
と
表
示
は
同
じ
で
あ
る
。

ど
の
処
理
方
法
に
よ
ろ
う
と
表
示
は
同
じ
で
あ
る
。




